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 次のとおり総合評価一般競争入札に付します。 

令和６年６月２６日 

                                    愛知県知事 大 村 秀 章  

１ 調達内容 

⑴ 事業名称 

愛知県営岩田住宅ＰＦＩ方式整備事業 

⑵ 事業場所 

愛知県営岩田住宅（豊橋市中岩田六丁目地内） 

⑶ 事業概要 

ア 事業方式 

 本事業は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号。以下

「ＰＦＩ法」という。）に基づき実施し、事業者のうちＰＦＩ法第８条第１項の規定により特定事業を実施する

民間事業者として選定された者が自らの提案をもとに施設の設計及び建設を行った後、県に施設の所有権を移

転する方式（BT：Build Transfer）により整備を行うこととします。 

イ 契約期間 

契約締結日から令和11年１月まで 

ウ 事業範囲 

入札説明書等で示す事業範囲とします。 

２ 競争参加資格 

 応募する者は、施設の設計、建設及び工事監理の能力を有する複数の企業から成る応募グループを構成することと

し、応募グループ及びその構成員の参加要件及び資格要件は、次の(1)及び(2)のとおりとします。 

なお、参加申込書及び入札参加資格審査申請書等（以下「参加書類」という。）の受付日から落札者の決定前まで

にいずれかの要件を欠くこととなった場合は、失格とすることがあります。 

応募グループの構成員の変更の取扱いについては次の(3)のとおりとします。 

⑴ 応募グループ及び構成員の参加要件 

応募グループの構成員はいずれも、参加書類の受付時において、次に掲げる要件を満たすこととします。 

なお、応募グループの構成員は、他の応募グループの構成員として本入札に参加できないものとします。 

応募グループは、参加書類において、代表企業名並びに本事業に係る業務に携わる各構成員の企業名及び携わ

る業務を明記し、必ず代表企業が応募手続を行うこととします。 

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

イ 「愛知県会計局指名停止取扱要領」又は「愛知県建設工事等指名停止取扱要領」に基づく指名停止を受けてい

ない者であること。 

ウ ＰＦＩ法第９条に規定する欠格事由に該当しない者であること。 

エ 「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛

知県警察本部長締結）及び「愛知県が行う調達契約からの暴力団排除に関する事務取扱要領」に基づく排除措置

を受けていない者であること。 

オ 民事再生法（平成 11年法律第 225号）第 21条の規定による再生手続開始の申立てがなされている者又は会

社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。

ただし、民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者又は会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受

けた者で、再度の入札参加資格審査の申請を行い認定を受けた者については、再生手続開始又は更生手続開始の

申立てがなされなかった者とみなす。 

カ 本事業のアドバイザリー業務に関わっている法人若しくはその子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２

条第３号及び会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）第３条の規定による子会社をいう。）又はこれらの

者と資本関係若しくは人的関係がある者として別に入札説明書で定める者でないこと。 

なお、本事業のアドバイザリー業務に関わっている法人は、次に示すとおりです。 

・株式会社地域経済研究所 

・株式会社地域計画建築研究所 

・北口・繁松法律事務所 

キ 県が設置する愛知県営岩田住宅ＰＦＩ方式整備事業に関する事業者選定委員会の委員が属する企業又はその

企業と資本関係若しくは人的関係がある者として別に入札説明書で定める者でないこと。 

ク 他の応募グループの構成員との間に、別に入札説明書で定める資本関係又は人的関係があると認められる関

係がないこと。 
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⑵ 応募グループの構成員の資格要件 

県営住宅整備業務を行う構成員は、参加書類受付時において、次の要件を満たすこととします。 

なお、次の要件を複数満たす者は当該複数の業務を実施できるものとします。 

ア 設計業務に当たる企業  

設計業務に当たる企業は、次の要件を満たしていること。なお、複数の企業で業務を分担する場合には、全て

の企業が次の要件を満たしていること。 

(ｱ) 令和６年度及び令和７年度の愛知県建設局、都市・交通局及び建築局の入札参加資格者名簿（以下「参加者

名簿」という。）に登録されていること。 

(ｲ) 参加者名簿に登録されている営業所の所在地が愛知県内にあること。 

(ｳ) 建築士法（昭和 25年法律第 202号）第 23条第１項の規定による一級建築士事務所として登録を行ってい

ること。 

(ｴ) 元請として、過去15年間（平成21年４月１日から入札参加資格の審査申請の前日まで。以下同じ。）に、

次のａ又はｂの工事に係る設計業務を完了した実績があること。なお、設計共同企業体としての実績は、その

代表構成員としての実績に限るものとする。 

ａ 鉄筋コンクリート造の建築物の新築又は増築工事 

ｂ 鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の新築又は増築工事 

(ｵ) 設計業務に当たる企業のいずれかと直接的かつ恒常的に雇用関係があり、かつ、一級建築士である管理技

術者（設計業務の技術上の管理等を行う者をいう。）を配置できること。なお、配置期間は、設計業務が完了

するまでとする。 

(ｶ) 配置予定の管理技術者は、過去 15 年間に、(ｴ)のａ又はｂの工事に係る設計業務に建築士として携わった

実績を有していること。 

イ 建設業務に当たる企業 

建設業務に当たる企業は、次の要件を満たしていること。なお、(ｱ)、(ｲ)、(ｳ)及び(ｴ)については、電気工事

に従事する企業にあっては「建築工事業」とあるのは「電気工事業」と、「建築物の新築又は増築工事」とある

のは「建築物の新築又は増築工事に係る電気工事」と、管工事に従事する企業にあっては「建築工事業」とある

のは「管工事業」と、「建築物の新築又は増築工事」とあるのは「建築物の新築又は増築工事に係る給排水工事」

とそれぞれ読み替えるものとする。 

(ｱ) 参加者名簿に登録されていること。 

(ｲ) 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項の規定による建築工事業についての特定建設業の許可を

受けていること。 

(ｳ) 元請として、過去15年間に、次のａ又はｂの工事を完成した実績があること。なお、共同企業体の構成員

としての実績は、出資比率が20％以上の工事に限るものとする。 

ａ 鉄筋コンクリート造の建築物の新築又は増築工事 

ｂ 鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の新築又は増築工事 

(ｴ) 建築工事業に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者を建設業法第26条に定める監

理技術者（以下「監理技術者」という。）として受持ち工事の期間中、専任で配置できること。なお、(ｷ)ａ

に該当する企業は、工事の全期間、監理技術者を専任で配置すること。 

(ｵ) 配置予定の監理技術者は、過去15年間に、(ｳ)のａ又はｂの工事を監理技術者、建設業法第26条に定める

主任技術者又は現場代理人として従事した経験を有する者であること。なお、工事の途中で交代のあった場合

は、工期の半分以上かつ完了時まで従事したときに限り認める。 

(ｶ) 配置予定の監理技術者は、建設業務に当たる企業のいずれかと直接的かつ恒常的に雇用関係があること。 

(ｷ) 建築工事業を営む者は、次のａの者及びｃの者の２者又は次のａの者、ｂの者及びｄの者の３者であるこ

と。 

ａ ①参加者名簿に登録されている営業所（主たる営業所を含む。）の所在地が愛知県内にあり、当該営業所

で建築工事業を営んでいること。 

なお、「主たる営業所」とは、建設業法に基づく建設業の許可申請時（変更申請含む。）に届け出た、

主たる営業所をいいます。（以下同じ。） 

②参加者名簿において認定された建築工事業の総合点数が1,230点以上であること。 

ｂ ①参加者名簿において認定された建設業法上の主たる営業所であり、かつ、当該営業所の所在地が愛知県

内にあり、当該営業所で建築工事業を営んでいること。 

②参加者名簿において認定された建築工事業の総合点数が950点以上であること。 

ｃ ①参加者名簿において認定された建設業法上の主たる営業所であり、かつ、当該営業所の所在地が東三河

建設事務所、新城設楽建設事務所、西三河建設事務所、知立建設事務所又は豊田加茂建設事務所のいず

れかの管内にあり、当該営業所で建築工事業を営んでいること。 

②参加者名簿において認定された建築工事業の総合点数が730点以上であること。 
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ｄ ①参加者名簿において認定された建設業法上の主たる営業所であり、かつ、当該営業所の所在地が東三河

建設事務所管内にあり、当該営業所で建築工事業を営んでいること。 

②参加者名簿において認定された建築工事業の総合点数が730点以上950点未満であること。 

(ｸ) 電気工事に従事する企業が参加する場合は、参加者名簿において認定された電気工事業の総合点数が 880

点以上の者であること。 

(ｹ) 管工事に従事する企業が参加する場合は、参加者名簿において認定された管工事業の総合点数が 880 点以

上の者であること。 

ウ 工事監理業務に当たる企業 

工事監理業務に当たる企業は、次の要件を満たしていること。なお、複数の企業で業務を分担する場合には、

全ての企業が次の要件を満たしていること。 

(ｱ) 参加者名簿に登録されていること。 

(ｲ) 参加者名簿に登録されている営業所の所在地が愛知県内にあること。 

(ｳ) 建築士法第23条第１項の規定による一級建築士事務所の登録を行っていること。 

(ｴ) 元請として、過去15年間に、次のａ又はｂの工事で引渡しが完了したものに係る工事監理業務の実績があ

ること。なお、工事監理共同企業体としての実績は、その代表構成員としての実績に限るものとする。 

ａ 鉄筋コンクリート造の建築物の新築又は増築工事 

ｂ 鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の新築又は増築工事 

(ｵ) 工事監理業務に当たる企業のいずれかと直接的かつ恒常的に雇用関係があり、かつ、一級建築士である管

理技術者（工事監理業務の技術上の管理等を行う者をいう。）を工事期間中、配置できること。なお、工事監

理業務に当たる企業が建設業務に当たる企業を兼ねる場合には、当該管理技術者は監理技術者と兼務するこ

とができない。 

(ｶ) 配置予定の管理技術者は、過去 15 年間に、(ｴ)のａ又はｂの工事に係る工事監理業務に建築士として携わ

った実績を有していること。 

⑶ 構成員の変更 

参加書類受付以降、応募グループの構成員の変更は認めませんが、県が認めた場合に限り、代表企業を除く応募

グループの構成員については、変更することができるものとします。 

３ 入札説明書等の公表方法等 

⑴ 入札説明書等の公表方法 

愛知県建築局公共建築部公営住宅課のウェブページ

（https://www.pref.aichi.jp/soshiki/koeijutaku/iwatapfi.html）において、令和６年６月26日（水）から

公表します。 

⑵ 参加書類の提出 

ア 提出期間 

令和６年７月８日（月）から令和６年８月２日（金）まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭

和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで（令和

６年８月２日（金）にあっては、午前９時から正午まで）（必着） 

イ 提出先 

愛知県建築局公共建築部公営住宅課建設・改善第一グループ 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号460－8501） 

ウ 提出方法 

持参又は郵送等（配達日を指定できかつ配達記録が残る方法とし、宅配便を含む。以下「郵送等」という。）

によります。なお、郵送等による場合は、愛知県建築局公共建築部公営住宅課建設・改善第一グループに令和６

年８月２日（金）正午までに必着とします。 

⑶ 入札書等の提出 

ア 入札書等の提出期間 

令和６年９月18日（水）から９月19日（木） 午後５時まで（必着） 

イ 提出先 

愛知県建築局公共建築部公営住宅課建設・改善第一グループ 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号460－8501） 

ウ 提出方法 

郵送等により提出することとします。持参、電送による提出は認めません。 

⑷ 開札 

ア 日時 

令和６年９月20日（金） 午後１時30分 
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イ 場所 

愛知県自治センター地下２階 愛知県入札室 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号460－8501） 

⑸ 事業提案書等の提出 

ア 日時 

令和６年９月20日（金） 午後１時40分 

イ 場所 

愛知県自治センター地下２階 愛知県入札室 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号460－8501） 

ウ 提出方法 

持参によります。 

⑹ 問合せ先 

愛知県建築局公共建築部公営住宅課建設・改善第一グループ 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号460－8501） 

電話（052）954－6577 

４ 落札者の決定方法 

入札説明書等で示す要件を全て満たしている提案をした入札参加者の中から、地方自治法施行令第167条の10の

２第３項に規定する総合評価一般競争入札により落札者を決定します。 

また、落札者決定基準については、入札説明書等で示します。 

５ その他 

⑴ 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び通貨は円に限ります。 

⑵ 入札保証金 

免除します。 

⑶ 入札の無効 

愛知県財務規則（昭和39 年愛知県規則第10 号）第152 条（入札の無効）の規定に該当する入札は、無効とし

ます。 

⑷ 契約書作成の要否 

要 

 


